第１章　総括

1．1　成果の概要

1.1.1　研究目的　

　10月23日17時56分頃に新潟県中越地方の深さ約10kmでマグニチュード(M)6.8(暫定)の地震が発生し、最大震度６強を観測した。また、同日18時12分頃にM6.0(暫定)、18時34分 頃にM6.5(暫定)の地震が発生し、いずれも最大震度６強を観測した。さらに、震度５以上を伴う余震が数多く発生している。これらの震源は、北北東－南南西方向に長さ約30kmに分布している。本震の発震機構は北西－南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、推定される断層の方向と余震分布の方向は、ほぼ一致している。今回の地震活動は、震源が浅く、最大加速度が1000ガルを超えるなどの特徴を持っており、総務省消防庁によれば、この地震による被害は死者46 名、負傷者4,801 名、住家全壊2,827 棟に達している（平成17年3月18日現在）。今回の地震は陸域の既設地震観測網の中で発生したものの、正確な地震活動、地震を発生させた断層の位置形状などの詳細の把握は、現在得られるデータからだけでは困難であり、今回の活動と周辺の知られている活断層との対応は不明である。

地震が発生した断層の位置、形状を推定するためには、地質学的手法や地震学的な手法を用いた調査が必要となる。そのため、臨時地震観測及び地殻変動調査などを実施し、余震の精密な空間分布等を求め、今回の活動が発生した断層の正確な位置と形状を把握し、本震の性質の推定や余震分布と構造との関係等を明らかにする。

1.1.2　主な成果
本研究では、4つの項目（臨時地震観測による余震活動調査、GPSを用いた地殻変動調査、地質調査による活断層調査、強震動観測による地殻及び基盤構造の調査）について調査観測を実施した。主な成果は、以下の通りである。

１．臨時地震観測による余震活動調査

震源域およびその周辺に、約100点の臨時地震観測点を設置して余震観測を行った。対象地域の速度構造が複雑であることを考慮し、余震が多く発生している地域では、平均観測点間隔を5km程度、震源域から遠い領域では、それよりも観測点間隔を大きくした。この余震観測により、余震の精密な空間分布、余震発生の時間変化、余震の発震機構解などが求められた。余震は、本震、最大余震、10月27日の余震の3つの震源断層の少なくとも３つの震源断層周辺域とその他の領域で発生していることが分かった。詳細な余震分布からは、主要な大余震はそれぞれ別の震源断層で発生したことを示している。それぞれの震源断層に対応した余震（2次余震）が発生し、これが、本地震の余震の数の多い理由である。

さらに、3次元速度構造と余震分布との関係が明らかになり、本震の震源断層は、高速度領域と低速度領域の境界部に位置していることが示された。余震分布は、時間の経過とともに、余震域の北部と南部に集中した。27日のM6.1の余震の直前には、この余震に対する前震は観測されなかった。この研究の成果は、第2章の7つの報告にまとめられた。

２．GPSを用いた地殻変動調査

震源域にGPS観測点を17点設置し、詳細な地殻変動を調査した。その結果本震の余効変動及び余震に伴う変動が観測された。本震の後、最大2cm程度の余効変動が観測された。周辺の国土地理院によるGEONETデータを合わせてこの変動を解析した結果、上部地殻内の比較的浅い部分に位置する逆断層運動によって、本震の震源域を短縮させるような変形が、約1ヶ月間続いたことがわかった。これらの調査によって、内陸地震の発生機構に関する基本的データが蓄積された。この研究成果は、第3章の3つの報告にまとめて掲載した。
３．地質調査による活断層調査

2004年新潟県中越地震の余震域において，構造地質学的視点から地表変状を観察・調査した．さらに、地震に伴う地下水変動についても検討した。その結果、以下のことがわかった。 従来知られていた活断層や大規模な断層・地質境界沿いに，明瞭な地震断層は認められず、主だった活断層・断層は，地震断層としてはほとんど活動しなかった．ただし、深部起源の湧水や消雪井戸の水温異常からみて，魚沼市旧守門村〜旧広神村周辺の新発田-小出構造線，六日町盆地西縁断層の北方延長として推定される伏在断層，悠久山断層，悠久山断層の南東延長として推定される伏在断層は，深部〜地表直下までが震源断層として活動した可能性がある。成果の詳細を第4章に掲載した。
４．強震動観測による地殻及び基盤構造の調査

震源過程や強震動生成の機構解明のために、本震震央付近で大加速度を記録した。周辺に10台程度の強震計を設置し、余震の強震動を観測した。本震・余震の強震動記録から、地殻及び基盤構造を推定し、震源過程や強震動が発生した機構を調査した。
その結果、本震と4つの大きな余震の震源過程が求められ、本震と大余震は、それぞれの震源断層の下端から破壊が始まり（震源）、滑りの大きい領域（アスペリティー）は、震源の近くに分布していることが見出された。これらの滑り分布から求められるクーロン破壊応力の変化を調べたところ、本震と大きな余震は、それらの発生によって生じた周辺での応力の変化によって次々と発生したことが分かった。

　表層構造が強震動生成に及ぼす影響を調べるために新潟県小千谷市で観測を行った。観測期間中の10月27日に、三番目に大きい余震（M6.1）が発生し、良好な波形記録が得られた。この記録を用いて、地表付近の構造の強震動生成への影響を評価した。小千谷K-NET観測点の付近では、1秒以下の周期の波が増幅されることが分かった。2秒以上の波の増幅は、市の東側より、西側で大きかった。微動のアレイ観測の結果、S波速度が3.4 km/sの堆積層が見出された。S波速度が0.49 km/sの表層が、0.4秒より短周期の波の増幅に寄与することが分かった。その下の堆積層は、周期1秒の波の増幅に寄与していることが分かった。以上の成果は、第5章に掲載した。
1.1.3　成果のまとめ
以上の4つの調査研究の結果、活発な余震活動の原因に関して以下のような知見が得られた。
本地震の発生した地域では、地震の発生する地下10から15kmまで、極めて強い水平方向の速度不均質が存在する。この不均質構造は、この地域の地殻が形成された地史に関連している。すなわち、今回の地震が発生した領域は、厚い新第三系から第四系の堆積層が分布する新潟堆積盆地の東縁部に相当する。この堆積盆地は地質学的には日本海拡大に引き続いて1千7百万年前頃に形成されたリフト（地殻が伸張薄化して形成された凹地）であり、盆地中央部では6,000mをこえる火山噴出岩や堆積層が充填されている。この堆積盆地の東縁は新発田-小出線と呼ばれる中新世に形成された断層によって限られ、東方の越後山脈には中生代の岩石が露出する。震源域の魚沼丘陵は、北北東方向の断層・褶曲をともなって第四紀後期から急激に隆起した地域であり、この丘陵は軟弱な堆積層から構成され、発生した多数の地滑りの地質学的な要因となっている。
　このような、不均質な地殻に応力が加わると、特定の弱面に応力が集中する。本震や大余震は、地殻内の弱面で発生したと考えられる。この地域は、日本海東縁から連続する歪みの集中域に位置しており、第四紀後期以降の短縮変形が大きく、しばしば大規模な地震が発生してきた。震源域の南方には魚沼丘陵の東縁を限る六日町断層が分布する。この断層は基本的には、新発田-小出線延長部の新潟堆積盆地の東縁を限る中新世に形成された西傾斜の正断層が、逆断層として再活動したものである。この断層は延長30kmに渡って追跡され、断層帯南部で2mm/年、北部で1mm/年の大きな垂直平均変位速度を示す。六日町断層における第四紀後期の累積変位は北方に向かって減少し、代わって魚野川周辺では東に傾斜する諏訪峠撓曲に沿った地形面の変形が現れる。
このような、不均質な地殻で一端破壊が発生（本震）すると、その本震による周辺の応力が変化して、やや離れ他場所の弱面を破壊する（最大余震等）。このような、複数の震源断層の出現が、余震数の大きかった原因と考えられる。
（東京大学地震研究所　平田直）
